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第３章　税制適格ストックオプションの税務

A5判・31W26L　本文リュウミンPro6N　【R】　14Q26H

【税務仕訳】

　もっとも、役職員が年間の行使額の上限を超えてストックオプショ

ンを行使した場合、給与所得等として課税されるため、給与等課税事

由が生じ、給与所得等として課税された部分につき、損金算入できる。

なお、税制適格ストックオプションを行使する者は、上記のとおり、

発行会社に対し、行使する日の属する年における当該行使者の他の新

株予約権の行使の有無（行使があった場合には権利行使価額および行

使年月日）を記載した書面を提出する必要があるため（措法29の２

②三）、発行会社は、権利行使をした役職員の年間の権利行使価額を

把握することができる。

　仮に役職員に給与所得等として課税される場合、発行会社は源泉徴

収が必要となり、源泉徴収相当額を役職員に対して求償することにな

る。この点の処理については、第２章３⑵③を参照されたい。

借方 金額 貸方 金額
現預金（行使価額） ｘｘ円 資本金等の額 ｘｘ円
新株予約権 ｘｘ円
その他流出 ｘｘ円 前払費用 ｘｘ円

税制適格ストックオプションの行使により 
取得した株式を譲渡した場合

⑴　役職員の課税関係

　役職員が税制適格ストックオプションを行使して取得した株式（特

定株式）を譲渡したときに、譲渡価額と取得費（権利行使価額）との

差額につき、株式等に係る譲渡所得等として申告分離課税されること

になる（措法37の10。発行会社が上場していた場合には、措法37の

11）。

　役職員が特定株式の他に同一銘柄で別に取得していた株式がある場

合、特定株式とそれ以外の株式は、それぞれ銘柄が異なるものとして、

株式等に係る譲渡所得等を計算することになる（措令19の３㉑）。

　また、税制適格ストックオプションは、上記のように特定株式を譲

渡した場合のみならず、以下の事由により全部または一部の返還また
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第１章　グループ内でストックオプションを付与した場合

A5判・31W26L　本文リュウミンPro6N　【R】　14Q26H

　親会社と子会社との間で精算を行わない場合、親会社において寄附

金、子会社において受贈益が生じることになるが、完全支配関係にあ

る親会社と子会社間であれば、グループ法人税制により、課税関係は

生じない（法法25の２①、37②）。他方で、グループ法人税制が適用

されない場合には、親会社において寄附金として損金算入されず、子

会社において受贈益として益金算入される可能性がある。

⑶　子会社の課税関係

　子会社においては、債務引受方式および現物出資方式のいずれで

あっても、付与対象者に対する前払費用が親会社に対する未払金にな

る（支払先が変更になる）のみである。

　したがって、債務引受方式と現物出資方式のいずれを採用した場合

であっても、次のような仕訳となる。

　また、親会社と子会社との間で精算をする場合、以下の税務仕訳と

なる。

借方 金額 貸方 金額
現預金 ｘｘ円 子会社に対する未収金 ｘｘ円

借方 金額 貸方 金額
前払費用 ｘｘ円 親会社に対する未払金 ｘｘ円

借方 金額 貸方 金額
親会社に対する未払金 ｘｘ円 現預金 ｘｘ円

　なお、親会社と子会社との間で精算を行わない場合の課税関係につ

いては、上記⑵で述べたとおりである。

　子会社で計上する前払費用について、いつのタイミングで損金算入

できるか、という点が問題となる。この点について、子会社が親会社

に対して未払金を支払った時に損金算入できるとの考え方もあり得

る。しかし、子会社の役職員に対して付与されたストックオプション

についても、法人税法54条の２第１項が適用されると考えられるた

め 91、親会社に支払ったタイミングでは損金算入できないと思われる。

子会社の役職員がストックオプションを 
行使した場合

⑴　役職員の課税関係

　子会社の役職員に対して付与されたストックオプションが税制非適

91　 松尾拓也＝西村美智子＝中島礼子編著『インセンティブ報酬の法務・税務・会計』219頁
（中央経済社、2017年、共著）参照。
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